
優良認定基準の見直しに係る改正省令の概要について 

 

 環境省は、優良認定基準の見直しに係る改正省令を 2月 25 日に公布した。改

正省令は、本年 2 月 25 日と 10 月 1 日の 2 段階の施行である。改正の概要は次

の通りである。 

 

１．令和 2年 2月 25 日施行 

 

（１）優良認定の任意申請 

   優良認定の申請については、これまでどおり更新許可の申請時にあわせ 

て行うとともに、新たに任意の時点（許可の有効期間の途中）での申請を可 

能とするための改正省令が 2月 25 日に公布・施行された。 

今回の省令改正では、優良認定基準のうち遵法性基準の適用対象期間（従 

前の許可の有効期間）を見直し、2月 25 日から「当該許可の前に受け 

ていた許可の有効期間を含めた直近の 5年間において特定不利益処分を受 

けていないことをもってこの基準（事務局注：「遵法性基準」）を満たすもの 

とする」とされる。 

例えば更新許可を取得して 3年を経過した事業者の場合には、この更新 

許可の経過期間である 3年と更新許可取得前の旧許可の有効期間のうち直 

近の 2年分を合算して遵法性基準の「5年間」とし、当該更新許可の残り 2 

年の有効期間を返上する形で優良認定を申請することが可能となる。 

 

２．令和 2年 10 月 1 日施行 

 

（１）第三者機関による優良認定基準の一部の審査代行と適合証明書の発行 

   都道府県等が行う優良認定基準の審査のうち、「事業の透明性に係る基準」 

（透明性基準）の審査を代行する第三者機関を環境大臣が指定する（公益財 

団法人産業廃棄物処理事業振興財団が指定される予定）。 

この第三者機関は、産業廃棄物処理業者の申請を受けて当該処理業者の 

透明性基準の審査を行い、基準に適合していれば「適合証明」を発行（有料） 

する。当該処理業者は、この適合証明を各都道府県等に提出することにより、 

透明性基準に係る各都道府県等への申請書類を省略することができる。 



（２）「事業の透明性に係る基準」の基準項目の追加 

①追加される基準項目の概要 

   優良認定基準のうち「処分業者の事業の透明性に係る基準」として、「処 

理を委託しようとする者に対して、処分後の産業廃棄物の持ち出し先の情 

報を開示することの可否」の公表を追加する。 

 

②公表の考え方 

   中間処理業者が中間処理産業廃棄物の処分委託先や再資源化物の売却先 

等の取引先（持出先）に関する情報（取引先事業者名等）の開示を排出事業 

者から求められた時に、当該情報をその排出事業者に開示することの「可否」 

をインターネット上で公表する。 

 

③公表の期間 

   原則として「許可の更新の申請の日前 6 月間」インターネット上で公表 

し、変更の都度更新を行わなければならない。 

また、経過措置として、令和 2 年 10 月 1 日から同年 12 月 31 日までの間 

に優良認定を申請する処理業者については、同年 7 月 1 日までに当該公表 

を開始すれば基準適合とされる（7月 1日までに公表を開始しなければ、そ 

の期間中の申請は認められないことに注意）。 

（「優良認定基準の見直しに係る省令改正の施行等スケジュール」を参照） 

 

（３）「財務体質の健全性に係る基準」（財務基準）の見直し 

   直前 3年のすべての事業年度において、自己資本比率が 10％を下回る場 

合であっても、「営業利益＋減価償却費が直近 1年の事業年度において零を 

超えていれば基準適合」とするよう省令を改正する。 

   さらに、自己資本比率に係る基準の前提として、「直近 3年のすべての事 

業年度において自己資本比率が零以上であること」を追加する（自己資本比 

率がマイナスである場合には債務超過の状態であり、経理的基礎の上でも 

適合性を欠く）。 

以上 



優良認定基準の⾒直しに係る改正省令の施⾏等スケジュール（令和2年4⽉〜）

      年⽉
改正事項 2〜4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2

公表準備（7.1までに公表）

申請可能

改正省令施⾏財務基準（新基準）

任意申請

第三者機関

透明性基準
（追加基準）

さんぱいくん（産廃情報ネット）を利⽤したインターネット上での公表可能

審査代⾏業務稼働準備 審査代⾏・適合証明発⾏業務開始

改正省令施⾏（追加基準の適⽤開始）

10⽉〜12⽉の間に申請
する場合の公表期間の
経過措置

（参考例）経過措置に
よらず10⽉に申請する
場合の公表期間

令和2年（2020年） 令和3年（2021年）

2⽉25⽇改正省令施⾏（申請受付開始）

申請可能

インターネット上での公表（申請の⽇前6⽉間）


